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 分　野 教育 総合 総計 
 冊　数 69 74 3157
 分　野 
 冊　数 
経済 
78
文化と教育 
162
言語と文学と芸術 
169
歴史と地理 
96
政治 
100
法律と軍事 
21
社会 
17
さらなる日本研究の飛躍を求める段階にさしかかったのでもあるから、その
基礎部分の日本語教育の充実は着実に進んでいた。80年代、中国国家教育委員
会主導の中国日本語教育研究会の設立、中央電視台を中心とした日本語講座放
送及び夜間大学、通信大学などの講座の開講、日本語関係の辞書類が131類、
90年代には70種ばかり出版した。これらの対策がつぎからつぎへと実施された。
さらに91年、大学外国語教育指導委員会が設置された。92年、高等学校外国語
専攻教育指導委員会が設置された。96年には、日本語専攻のある大学が82校、
教員が1123人、在校生は6054人になった。第二外国語としての日本語科目を置
かれた大学が550校、教員が1500人、在校生が7万2000人にのぼった。
着実に増える日本語教育の規模と学生数である。これを支える日本側の協力
を挙げないわけにはいかない。1949～91年の間は少なかったが、それでも日本
研究と日本語教育関係の大型共同プロジェクト20余が実行に移されたという。
80年代に日本語ブーム、日本への関心が高まる。この時期の顕著な実績として、
80年から５年間、日本の国際交流基金と中国国家教育委員会との共同主催の
「日本語教師研修」がある。毎年11月、北京語言学院で120人ずつ、５年間で
600人の教員が研修した。この延長線に85年９月９日に設立されたのが北京日
本学研究センターである。97年まで同センターは修士200人以上、教員300人以
上を養成し、同時に『日本学刊』『日本学』などの日本研究誌を発刊した。
90年代に入ると、国際交流基金の協力支援は幅を広げ、日本語教育のほかに
日本研究も対象にするようになった。語学教育への投入が必然的に研究へとい
う道筋がここでもみられた。国際交流基金の資料を調べれば、1990年～2002年
３月の間に日本研究関係の出版を助成した件数が127あることがわかった。
1997年～2000年までの支援項目及び件数を列挙してみると、
支援項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　件（人数）数
日本研究客員教授短期派遣 ５件
北京大学現代日本研究コース短期派遣 33件
北京日本学研究センター・シンポジウム講師派遣 ２件
北京大学現代日本研究コース訪日研究 94件
日本研究講師などフェローシップ ９件
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日本研究拠点機関助成 13件
日本研究スタッフ拡充助成 １件
日本研究客員教授経費助成 ３件
訪日研修助成 ２件
日本研究調査助成 ２件
国際交流基金賞（孫平化さん） １件　
ともあれ、80年代以降、中国における日本研究の発展はめざましい。1996年
の統計しかないが、中国における日本研究機関は98、学会は43、研究者の数は
1260人になっている（注⑩）。その後の充実拡大からすれば急増は疑いない。
中国社会科学院日本研究所、南開大学日本研究院、北京大学日本研究中心、北
京日本学研究センター、浙江大学日本文化研究所他研究機関がすばらしい研究
成果をあげている。その内容については第２章で述べさせていただく。
繰り返して強調するが、この時期の日本研究が中国全体の情勢に伴い、政府
主導の改革開放下での対日政策に基づく進展であるにほかならない。
（５）発展期　2001年WTO加盟以来
改革開放下の中国は世界との協調なしに発展できないことを国内外に示して
きた。急速に「普通の国」へ変容しつつある。新語「接軌」（世界のレールに
繋ぐという意味）に象徴されるように、中国固有の価値観から脱却して世界の
基準にあわせていこうという姿勢に変わりつつあることを示している。それを
裏付ける出来事として、01年７月に誘致に成功した08年の北京オリンピック開
催であり、02年７月に決定した10年開催の上海万国博覧会である。01年12月に
はWTO（世界貿易機関）に加盟した。どれも懸命になったものである。いう
までもなく、オリンピックも万国博覧会も、アジアの先進国・日本が経験した
世界的なイベントである。中国の場合「開発途上国で初の万博」になるという。
国の威信をかけて懸命になった裏に、世界の価値観の中で一定の地位を占めた
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いという国家的な目標があった。
近年の中国における日本研究の成果も学問研究としての「接軌」を求める目
標が垣間見える。2002年の日中国交回復30周年を機に日本研究の高潮が到来し
た。1993年以来の中国における日本研究関係の総合調査のデータがまだ未公開
であるものの、一部取得できるようになった分野別研究データによると、中国
社会科学院日本研究所制作の『日本・2001』（世界知識出版社　2002年７月）
に掲載の、張儀素・韓鉄英両氏による「2001年　中国における日本問題研究概
況」は貴重である。同論文は政治研究関係の論文の本数を紹介した。それによ
れば、2000年後半から2001年前半の間に、政治研究関係の論著及び翻訳された
研究書が21部、発表論文が308編である。その内分けは以下のようである。
（その内、二分野に関係し、分けられている論文もある）
中国における日本研究は、一般的に三つの分野に大きく分けられる。中国人
の関心度を反映して、政治の分野に研究が集まる。それがさらに内政関係と外
交軍事と歴史と、三つに分かれる。つぎの分野が経済技術と社会文化である。
このような分類も国家主導の日本研究の態勢に由来する。中国という国家にと
って日本研究とその成果はまず国家戦略のなかの位置づけを抜きに考えないわ
けにはいかない。国家資料として捉える見方が必要である。国家体制に有用な
研究であるか否かである。国際関係の処理や外交問題のデータにもなる。この
ような研究環境を見れば、研究システムが国営または半官半民の状態から離脱
できない限り、まったく純粋な個人研究がしにくいところがあろう。
2002年の日本研究に関する刊行は、著書、論文の質・量ともに百花繚乱、百
家争鳴であった。斬新な視点・論点を示唆するものが多かったことが大体把
握できた。研究途上であることは否めないものの、傾向として研究テーマの
豊かな広がりが見られたことである。すべての労作が中国における日本研究
の新しい動きを作り、やがて日本研究の新世紀を構築していく強い力になる
はずであろう。
成熟に向かう過程においてさまざまの摩擦や問題は生みの苦しみにすぎな
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内政関係 
92
外交軍事 
113
歴史 
84
教科書及び歴史認識 
21
い。中国の研究者にグローバリゼーションの今の時代にふさわしい研究成果を
心から期待する。
※序でお断りしたように、「２　日中関係に左右された研究内容の多様化実現」
と「３　多元価値観の受容による研究姿勢の昇華」は次回に論じさせていた
だく。（以上）
注釈
① 『日本問題文件匯編』 中国・世界知識出版社　1955年、第１集88頁。
② 裴堅章主編『研究周恩来－外交思想与実践』 世界知識出版社　1989年、214、
227頁。
③ 『日中貿易要覧』 日中輸出入組織　1957年出版、159－164頁。
④ 『歴代総理大臣と内閣』 日本内閣資料保存会　1980年出版、508頁。
⑤ 『朝日新聞』 1954年２月21日朝刊、夕刊。
⑥ 『周恩来年譜（1949－1976）』 中央文献出版社　1997年、上巻497頁。
⑦ 『中国人心目中的周恩来』 中央党校出版社　1991年、44頁。
⑧ 江培柱、邱恩洪『中日関係舞台上的輝煌楽章』227頁。
⑨ 表①～④のデータは国際交流基金企画、中華日本学会と北京日本学研究センター
監修『中国における日本研究』（中国・世界知識出版社　1999年発行）35頁を参照
した。
⑩ 国際交流基金企画、中華日本学会と北京日本学研究センター監修『中国における
日本研究』（中国・世界知識出版社　1999年発行）２頁を参照した。
参考資料
資料①「大連外国語学院大学紹介」（王敏他共著『100人@日中新世代』 中公新書ラ
クレ・2001年3月）より抜粋
大連外国語大学は、1964年に故・周恩来氏の提唱により社会主義中国の国策として
“赤い外交官”を育てる目的で設立された。1972年の日中国交復興をめざして、周恩来
氏はその10年近くも前から日本語のできる人材準備を始めていたわけである。「大連日
本語専門学校」を前身とする日本語学院をはじめ、英語学院、外国人に中国語を教え
る漢学院ほか、ロシア語学部、独仏語学部、韓国語学部などからなる。
とくに日本語教育に力を注いでいるのが大きな特徴で、日本語の人材育成機関とし
て中国最大かつ最高の拠点として知られている。日本語学部を中心に、大学院（2003
年に博士課程も設置される）、日本文化研究所、日本語教育研究所、日中比較言語文化
研究所、日本詩歌研究所（1996年設立）、留学生培訓部（国費留学生育成および私費留
学生促成）、国外考試センター（日本語能力の検定）、留学手続センターなどの教育・
研究施設が付属する。
創立以来、同大学（日本語学院中心）が送り出した学生・研究者は、学部・大学院
あわせて約３万人、外国留学予備生１万人、各種学習者数万人。日本の三十余の大
学・研究機関や民間組織と交流関係を結んでいる。2000年からは毎年８月、大学を中
心に、日・韓・中３カ国の日本語教育の国際シンポジウムが開かれている。日本語専
攻枠は2001年度から500人と一気に倍増した。自費留学生育成センターには2000人以上
も入っており、日本語検定試験に合格したものを日本への留学を送る。
主な研究成果が『新日漢辞典』『学日語』『日本当代文学叢書』『日本歴代著名詩人評
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介』などの辞書・専門書・評書といった、日本語研究、日本語教材の出版である。ま
た、中央電視台の日本語講座およびそのテキストを担当・編集してきた。そして、日
本語と日本文化の研究専門誌として中国屈指の実績を積む『日語知識』は、1981年の
創刊以来 の累計550万部を超す。
資料② 2003年６月５日朝日新聞夕刊の記事「首脳会談契機に進展も　韓国での日本大
衆文化全面開放」
【ソウル＝箱田哲也】盧武鉉（ノムヒョン）大統領が初訪日して開かれる７日の日
韓首脳会談を機に、韓国での日本大衆文化の全面開放にめどがつく可能性が出てきた。
未来志向的な日韓関係の重要性をうたった98年の日韓共同宣言を機に、韓国政府は
段階的な日本文化の開放に踏み切った。98年10月、99年９月と続き、00年６月の第３
次開放では、日本人歌手の公演を全面解禁するなど大幅な規制撤廃に踏み切った。01
年７月には、日本の歴史教科書問題に対する対抗措置として、それ以上の開放は中断
すると発表した。
韓国政府は対象となる「大衆文化」を、映画、アニメーション、ビデオ、歌謡公演
など８項目に分類。開放されていないのは、歌詞が日本語の音楽CDやレコード、日本
語が使われているドラマ、ゲームソフトなど。韓国では「中断措置が解除されれば、
次回で日本大衆文化は全面開放されるだろう」との見方が強い。
ただ、小泉首相の靖国神社参拝問題など日韓間の懸案は依然、未解決のままで、盧
大統領も簡単に日本側の要望に応えるわけにはいかない。
○日本大衆文化の開放措置
●映画　映像物等級委員会から「12歳未満鑑賞可」と「15歳未満鑑賞可」の認定を
受けた作品のみ開放
●アニメーション　国際アニメーション映画祭を含む、各種国際映画祭の受賞作の
み劇場上映が可能
●ビデオ　日本映画やアニメーション作品のうち、すでに韓国内で劇場公開された
作品のみビデオ化が可能
●歌謡公演　全面開放済み
●音楽CD（レコード） 歌詞が日本語のもの以外は開放
●ゲーム　パソコン用やオンラインゲームのソフトは日本語を使っていても開放。
テレビに接続できる家庭用ゲーム機のソフトは不可
●放送　スポーツ、ドキュメンタリー、報道番組は日本語の放送を認可。ただし、
ドラマは除く。衛星放送では国際映画祭の受賞作品と年齢制限なしの映画のうち
国内上映済みの作品のみ放映可
●出版・漫画　全面開放済み
資料③ 現代中国の歩み（共同通信社・中国報道研究会編『中国動向2003』共同通信社
国際資料室発行　2003年７月による）
文革終了までの中国現代略史
1911年 辛亥革命
12年 中華民国南京臨時政府成立、孫文が臨時大統領に宣統帝（溥儀）退位し、清
朝滅亡
15年 日本が対華21カ条要求提出
19年 北京で「５・４運動」起こる
21年 中国共産党が創設され上海で第1回大会
24年 第１次国共合作成立
25年 孫文死去
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26年 蒋介石が国民党の実権握る
27年 国共分裂、南昌蜂起
31年 満州事変勃発
32年 第１次上海事変
「満州国」建国宣言
34年 紅軍が長征を開始
35年 遵義会議で毛沢東が指導権確立
36年 張学良が蒋介石を監禁（西安事件）
37年 盧溝橋事件発生で日中が全面戦争に突入
第２次国共合作成立
南京大虐殺事件起きる
45年 重慶で毛沢東と蒋介石が会談し抗日で一致
第２次世界大戦が終結
46年 国民党が共産党を攻撃し内戦開始
49年 中華人民共和国成立（10月１日）
50年 中ソ友好同盟相互援助条約調印
中国人民志願軍が朝鮮戦争に出撃
52年 三反五反運動
53年 第１次５カ年計画開始（57年まで）
54年 第１期全人代開催、憲法採択し毛沢東を初代国家主席に選出
56年 第８回党大会
百花斉放・百家争鳴運動始まる
57年 反右派闘争始まる
58年 大躍進運動始まる
59年 毛沢東辞任で劉少奇が国家主席（４月）
ソ連、中ソ国防新技術協定を破棄（６月）
大躍進批判の彭徳懐国防相解任（９月）
61年 食糧危機で調整策に転換
62年 中印国境紛争
63年 中ソ公開論争開始
64年 初の原爆実験に成功（10月）
65年 姚文元が上海紙に修正主義批判の論文を発表し文革の口火に（11月）
66年 紅衛兵登場（５月）で文革始まる
プロレタリア文化大革命についての決定採択（８月）
67年 水爆実験に成功（６月）
北京で劉少奇批判の100万人集会
68年 劉少奇を党除名（69年死去）
69年 中ソが珍宝島（ダマンスキー島）で武力衝突（３月）
第９回党大会で林彪が毛沢東の後継者に
71年 林彪事件（９月）
国連復帰（10月）
72年 ニクソン米大統領が訪中（２月）
田中首相が訪中し日中国交正常化
73年 鴆小平が復活（３月）
第10回党大会、「４人組」台頭
75年 第４期全人代で「４つの近代化」方針打ち出す
76年 周恩来首相死去（１月）
第１次天安門事件（４月）、鴆小平が再び失脚
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唐山地震（７月）
毛沢東死去（９月）
「４人組」逮捕され華国鋒が党主席に（10月）
77年 鴆小平の全職務回復、「４人組」全職務解任（７月）
78年 党第11期３中総会で鴆小平が指導権確立、近代化建設へ路線を大転換（12月）
改革・開放政策の歩み
1978年12月 党第11期３中総会で経済の改革・開放路線決定
80年５月 中共中央と国務院が深セン、珠海、スワトー、アモイに初の経済特別区
設置を決定
82年９月 第12回党大会で胡耀邦主席が、今世紀末までに工農業生産額を80年の４
倍にする目標提起
12月 憲法改正で行政単位としての人民公社廃止
84年５月 大連、青島、上海など14都市を沿海開放都市に
85年２月 長江（揚子江）デルタ、珠江デルタ、福建省南部デルタを沿海開放地区
に指定
87年 1月 胡躍邦党総書記が辞任、趙紫陽が総書記代行に就任
10－11月 第13回党大会で「社会主義初級段階論」提起、趙紫陽が総書記就任
88年１月 趙紫陽総書記が「沿海地区経済発展戦略」を提起
４月 海南島を海南省に格上げし５番目の経済特別区に
89年６月 天安門事件で趙紫陽解任、西側からの中国投資減少
90年４月 国家プロジェクトとしての「浦東開発」を宣言
91年４月 朱鎔基が副首相に
92年１月 鴆小平の南方講話（～２月）
10月 第14回党大会で「社会主義市場経済体制」の確立決定、社会主義初級段
階論を党規約に明記
93年３月 第８期全人代第１回会議で社会主義市場経済を憲法に追加
11月 党第14期３中総で「社会主義市場経済体制確立の若干の問題に関する決
定」を採択
97年２月 改革・開放の総設計師とされた鴆小平死去
７月 香港返還
９月 第15回党大会で鴆小平理論を党規約に明記し、株式制推進を決定
98年３月 全人代で朱副首相を首相に選出。新首相は国有企業、金融、行政改革の
３大改革の３年以内の実施完了を表明
99年３月 全人代で憲法修正、鴆小平理論を明記し、私営企業などの非公有制経済
を「社会主義市場経済の重要な構成部分」と規定
９月 党第15期４中総会で2010年までの改革目標を盛り込んだ「国有企業の改
革と発展に関する若干の重要問題の決定」採択
2001年３月 全人代で第10次５カ年計画綱要を採択
12月 WTO加盟
02年11月 第16回党大会で「三つの代表」思想を党規約に明記し、GDPを2020年ま
でに00年の４倍増と目標設定。胡錦濤が総書記就任
03年３月 全人代で胡総書記が国家主席就
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